
公募要領 
 

１．事 業 名 

東京オリンピック競技大会スポーツ担当大臣レセプション 

 

２．事業の趣旨 

 ２０２０年東京オリンピック競技大会は、２００ヵ国以上の国と地域が参加する

世界最大級のスポーツイベントであり、世界中から注目され、我が国のプレゼンス

を向上させスポーツ外交を推進するのにまたとない機会である。特にオリンピック

には、世界百数十カ国からスポーツ担当大臣が来日し、開会式前にはこれら大臣を

招いたレセプションを開催国スポーツ担当大臣が開催する事が慣例となっている

ことから、我が国でスポーツを所管する文部科学大臣主催のレセプションを開催す

る。 

本事業は、２０２０年東京オリンピック競技大会の開会式前に、各国スポーツ担

当大臣を対象としたレセプションを開催することにより、日本と各国のスポーツ担

当大臣との更なる交流・協力関係を築くとともに、各国のスポーツ担当大臣を接遇

するもの。 

 

３．事業の内容 

（１）概要 

 スポーツ庁及び東京２０２０組織委員会等と十分に連絡・調整等を行った上で、

スポーツ担当大臣レセプションに係る準備・運営等を行う。主な行事及び日程、

開催場所、主な業務内容及び留意事項等は以下のとおり。 

（２）主な行事・日程（予定） 

  ２０２０年７月２４日（夕刻） 

   ・レセプション 

（３）開催場所（予定） 

 東京都内のホテル 

（４）主な業務内容 

  ア．レセプションの計画・演出プランの作成 

レセプションを次の内容で１回開催する。 

・立食形式（参加者は３００～４００名程度） 

・レセプションにおける催し物（スポーツ担当大臣及び国際競技団体代表者

等が鑑賞するに相応しいプログラムとすること） 

※内容については事前にスポーツ庁担当者と十分に調整を図ること 

・逐次通訳（日本語・英語）を用意すること 

イ．会場の準備・設営 



レセプション会場での運営業務を円滑に行う上で必要となる会場設営・装飾

プランを作成し、スポーツ庁担当者、会場担当者と相談しつつプランに沿っ

て実施すること。会場の設営・撤去（机、椅子、看板、各種案内板、音響・

映像機器）を行う。出演者の待機する控室や更衣室、必要に応じて演目に使

用する道具の調達も行うこと。 

ウ．招待状の作成・送付 

  案内状及び招待状の作成と送付を行う。招待予定者約３００～４００名程度

に対し送付すること。必要に応じて海外からの問合せや追加送付にも対応す

ること。 

  エ．当日の運営業務 

    来場者の入退場管理、各種資料等の作成・印刷、当日の進行管理・運営（受

付・誘導、警備、進行管理、映像・音響操作、プレス対応等）を行う。また、

送迎に係わる誘導を行うが、バス手配は不要。上記の業務のための必要人員

の手配を行う。 

（５）留意事項 

 開会式前レセプションは、開会式に出席する関係団体のスケジュール等に従っ

て開催する必要があるため、スポーツ庁及び関係団体と十分に調整した上で、当

該条件等に従って業務を実施しなければならないことに留意すること。 

 また、レセプションを開催するホテルは、スポーツ庁と協議の上決定すること。 

（６）レセプション開催ホテルの選定条件 

・開会式会場（住所：東京都新宿区霞ヶ丘町 10 番 1 号）までの所要時間がバスで

２０分程度であること。 

・午後にリハーサルを含め利用可能な宴会場があること。（レセプション開始時間

は１５時～１６時の間を想定） 

・４００名程度の人数が収容可能でステージがあること。 

・４００人程度が車両やバスで乗り降りがスムーズに行うことが可能であること。 

・レセプション会場の他に文部科学省スポーツ庁幹部、スタッフ（約５０名）、出

演者（約３０名）、各出席者の随行者用（約１００名）の控室（４部屋）を確保

できることが望ましい。 

 

４．委託先 

 日本語及び英語で連絡・調整等を行うことのできる事務局体制をおき、国際要人

を招くレセプションを開催することのできる、法人格を有する団体（以下「団体」

という。）とする。 

  

５．企画競争の参加に必要な資格 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しないものであること。なお、未成



年者、被保佐人又は被補助人であって、契約の締結のために必要な同意を得てい

る者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の措置を受けている期間中の

者でないこと。 

 

６．参加表明書 

   本企画競争に参加を希望する者は、任意様式を作成し、以下のＦＡＸ又は電子

メールに送付すること。 

  提出期限：２０２０年２月５日（水）１７時必着 

    提 出 先：スポーツ庁オリンピック・パラリンピック課 

    ＦＡＸ：０３－６７３４－３９５５ 

    電子メールアドレス：oripara@mext.go.jp 

 

７．説明会 

  開催日時：２０２０年２月６日（木）１５：００ 

  開催場所：東京都千代田区霞が関３丁目２番２号 

       文部科学省１６F３会議室 

 

８．事業規模（予算） 

  事業規模：総額３０，０００千円（消費税込み）を上限とする。 

  採 択 数：予算の範囲内で１件を採択する。なお、採択件数は審査委員会が決定

する。 

 

９．企画提案書等の作成・提出等について 

（１）提出書類 

・企画提案書（様式１～３）  

・審査基準にある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における

認定等又は内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認通知がある場合は、その

写し 

・企画提案をする団体の要覧・会社案内等及び最新の財務諸表等の資料 

・１３．に掲げる誓約書（様式４） 

・その他必要と思われる資料 

（２）企画提案書の作成要領  別添のとおり。  

（３）提出期限・提出先 

   提出期限：２０２０年２月２０日（木）１７時必着 

   提 出 先：〒１００－８９５９ 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

    スポーツ庁オリンピック・パラリンピック課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－４１１１（内線：３９５３） 



    ＦＡＸ：０３－６７３４－３９５５ 

    電子メールアドレス：oripara@mext.go.jp 

    ※ 企画提案書の提出期限後の提出、差し替え及び訂正は認めない。 

（４）提出方法 

電子メールで電子媒体を提出すること。 

但し、電子媒体による提出が困難な特段の事情がある場合は、相談すること。 

※９．（１）に掲げる提出書類を電子メールに添付した上で、送信メールの件名

を「事業名（団体名）」とし、９．（３）に指定する電子メールアドレスに送

ること。 

※添付ファイルのサイズが１０ＭＢを超える場合は、電子メールを分割し、件

名に通し番号を付して送信すること。 

※電子メール送信上の事故（未達等）について、当方は一切の責任を負わない。 

※電子メール受領後、申請者に対して電子メールにより受領確認を送信する。

送信後、翌日（翌日が土日や休日の場合は、次の勤務日）の１７時を過ぎて

も受領確認電子メールが届かない場合は、電話にて（３）の問合せ先へ照会

すること。 

 

１０．選定方法 

 スポーツ庁競技スポーツ課等技術審査委員会において、別添の審査基準に基づ

き、企画提案書の書類審査を行い選定する。但し、審査基準において定めた最低

得点未満の申請団体は選定しない。 

 

１１．契約 

 選定の結果、契約予定者と委託事業実施計画書等を基に契約条件を調整するも

のとする。契約金額については、委託事業実施計画書等の内容を勘案して決定す

るため、企画提案書に提示する金額と必ずしも一致するものではない。また、契

約条件等が合致しない場合には契約締結を行わない場合がある。 

※国の契約は、契約書を締結（契約書に契約の当事者双方が押印）したときに確

定することとなるため、契約予定者として選定されたとしても契約書締結後で

なければ事業に着手できないことに十分留意すること。なお、再委託先がある

場合は、この旨を再委託先にも十分周知すること。 

 

１２．公募等のスケジュール 

①公募開始：２０２０年１月３０日（木） 

②参加締切：２０２０年２月 ５日（水）１７時 

③説 明 会：２０２０年２月 ６日（木）１５時 

④公募締切：２０２０年２月２０日（木）１７時 



⑤審  査：２０２０年３月上旬（書類審査及びヒアリング） 

⑥審査結果通知及び事業計画書の提出依頼：３月下旬 

⑦契約締結：２０２０年度予算が成立した場合に、２０２０年４月１日以降、順次

締結 

⑧契約期間：契約締結日から事業が終了する日まで（年度をまたがない） 

※契約書締結後でなければ事業に着手できないので、企画提案書作成に当たって

は、事業開始日に柔軟性を持たせた上で作成する必要があることに十分留意す

ること。なお、再委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分周知するこ

と。 

 

１３．誓約書の提出等 

（１）本企画競争に参加を希望する者は、企画提案書の提出時に、支出負担行為担当

官が別に指定する暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出しなければならない。 

（２）前項の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反すること

となったときは、当該者の企画提案書を無効とするものとする。 

（３）前２項は、地方公共団体、国立大学法人及び独立行政法人には適用しない。 

 

１４．その他 

（１）企画提案書等の作成費用は選定結果にかかわらず企画提案者の負担とする。 

（２）提出された企画提案書等については返却しない。 

（３）採択件数は、現時点の予定であり増減する場合がある。最終的な採択件数は審

査委員会が決定する。 

（４）公募期間中の質問・相談等については、当該者のみが有利となるような質問等

については回答できない。質問等に係る重要な情報は、ホームページにて公開し

ている本件の公募情報での開示及び参加表明書を提出している全ての者に直接

開示する。 

（５）本事業実施に当たっては、本事業委託要項、公募要領、スポーツ庁委託事業事

務処理要領、委託契約書を遵守すること。また、女性の就職生活における活躍の

推進に関する法律に基づく認定など企画提案書に記載した事項について、記載し

た内容と異なる状況になった場合には速やかに発注者に届けること。 

（６）本事業の経費は、銀行口座等を分けて経理するなど他の経費と明確に区分する

こと。  

（７）この公募は、２０２０年度予算の成立を前提に行うものであり、予算の成立状

況等によっては、実施方法や経費、スケジュール等を変更する場合がある。 

（８）審査終了後ただちに採択者と契約に向けた手続きに入る。すみやかに契約締結

するため、遅滞なく以下の書類を提出すること。業務計画に再委託が予定されて

いる場合は、再委託先にも周知しておくこと。 

 〔契約締結に当たり必要となる書類〕 



・事業計画書（委託業務経費内訳を含む） 

・再委託に係る事業委託経費内訳 

・委託事業経費（再委託に係るものを含む）の積算根拠資料 

（謝金単価表、旅費支給規程、見積書など） 

・銀行振込依頼書 
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審 査 基 準 

 

 

１．企画提案の採択方法 

提案された企画について、本事業の趣旨等に照らし内容が優れているかどうか評価を行い、各評価項

目の得点合計が高い順に予算の範囲内で 1 件を採択する。但し、最低得点を３３点とし、最低得点未満

の団体については採択しない。 

 

２．審査方法 

企画提案書は、スポーツ庁競技スポーツ課等技術審査委員会で審査する。また、審査期間中に提案の

詳細に関する追加資料の提出を求めることがある。 

 

３．評価方法 

評価は、企画提案ごとにそれぞれ「絶対評価」にて行うものとする。各審査委員は下記の評価項目ご

とに次の評価基準に基づき点数化する。各委員が評価した点数の平均が当該提案団体の評価点となる。 

 

［評価基準］ 

大変優れている＝５点 優れている＝４点 普通＝３点 やや劣っている＝２点 劣っている＝１点 

 

「事業実施計画」に関する評価項目 

（１）事務局業務 【５点×３＝１５点】 

・式次第及び演出プランの作成 

・本事業を実施するために必要な事務局体制が整っているか。 

・日本語及び英語で連絡・調整等を行うことができる体制となっているか。 

 

（２）レセプションの運営体制【５点×２＝１０点】 

  ・レセプション当日の運営に必要な人員配置（英語での対応を含む）になっているか。 

  ・オペレーションがスポーツ庁、東京２０２０組織委員会等と連携できる体制となっているか。 

 

（３）本事業の運営をする上での課題に対する対応【５点×１＝５点】 

・決められた時間内に招待客をバスに乗せ込む誘導計画が立てられるか。 

 

［評価基準］ 

大変優れている＝２５点 優れている＝２０点 普通＝１５点 やや劣っている＝１０点 劣っている

＝５点 

 

関連分野の事業実績に関する評価項目 【２５点×１＝２５点】 

   ・外国人を対象とするレセプションまたは文化・スポーツイベントの事業実績があるか。 

 

 ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価 【１．５点】 

  以下の認定等の中で該当する最も配点の高い区分により評価を行う。 

  ○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定（えるぼし認定） 
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・認定段階１（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝０．５点 

・認定段階２（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝１点 

・認定段階３＝１．５点 

・行動計画策定済（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事業主（常時雇用

する労働者の数が３００人以下のもの）に限る（計画期間が満了していない行動計画を策定してい

る場合のみ）＝０．２点 

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチナ認定企業） 

・くるみん認定＝０．５点 

・プラチナくるみん認定＝１点 

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

・ユースエール認定＝１点 

○上記に該当する認定等を有しない＝０点 

※内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人については、相当する各認定等に準じ

て評価する。 

 


